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入 札 説 明 書 

 

下記の案件に係る入札公告に基づく入札等については、関係法令に定めるもののほか、この入札説明書によるも

のとする。 

記 

１ 公 告 日 令和５年１２月２０日（水曜日） 

２ 入札執行者  公益財団法人愛知水と緑の公社理事長 

３ 担 当 部 署 〒460-0002 愛知県名古屋中区丸の内三丁目19番30号 

         公益財団法人愛知水と緑の公社 下水道部 管理課 

                  電話 052-971-3045    F A X  052-971-3053 

E-mail g-ka@aichi-mizutomidori.or.jp 

４ 調達内容等 

（１） 調達内容 

 業務等・案件名称  令和６年度衣浦西部流域下水道施設都市ガス調達 

 施設等の名称  衣浦西部浄化センター 

業務等納入場所 半田市川崎町地内 

予定使用都市ガス量 １２７，６００ ㎥（内訳は、公告別表１ 予定使用都市ガス量による） 

契 約 期 間 
契約締結の翌日から 

令和７年３月の一般ガス導管事業者が定める定例検針日 

履 行 期 間 
令和６年３月の一般ガス導管事業者が定める定例検針日の翌日から 

令和７年３月の一般ガス導管事業者が定める定例検針日 

 （２） 入札概要 

ア この入札は、公益財団法人愛知水と緑の公社入札者心得書（以下「入札者心得書」という。）

（http://aichi-mizutomidori.or.jp/bidinfo/参照）により実施します。但し、入札者心得書 第７条３項

については、適用せず、郵送による入札書の提出を認めます。 

イ 入札は、公益財団法人愛知水と緑の公社が示す予定使用都市ガス量と入札者が見積もった各単価（消費税

及び地方消費税相当額込み）に従って算出した総合計額の110分の100を入札金額とし、入札書に記載され

た金額に当該金額の100分の10に相当する金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある時は、

その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とします。 

なお、入札金額には、原料費調整費用、電気・ガス価格激変緩和対策事業の政府支援に基づく値引きを
含まないものとします。ただし、料金の請求にあたっては、原料調整費用、政府支援に基づく値引き等

を反映させた額とします。 
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５ 入札に参加する者に必要な資格 

（１） 物品の製造等に係る愛知県入札参加資格者名簿（令和４年４月～令和６年３月）の大分類「01.物品の製

造・販売」、中分類「23.燃料」、小分類「08.都市ガス」）に登載されている者であること。 

（２） ガス事業法（昭和２９年法律第５１号）第３条の規定により経済産業大臣の登録を受けているガス小売事

業者であって、当該需要場所を供給地域とする一般ガス導管事業者への供給が可能であること。 

（３） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

（４） 対象案件の調達に関する公告の日から落札決定までの間、愛知県会計局指名停止取扱要領に基づく指名停

止を受けていない者であること。 

（５） 対象案件の調達に関する公告の日から落札決定までの間、「愛知県が行う事務及び事業からの暴力団排除

に関する合意書」（平成２４年６月２９日付け愛知県知事等・愛知県警察本部長締結）及び「愛知県が行う

調達契約からの暴力団排除に関する事務取扱要領」に基づく排除措置を受けていない者であること。 

（６） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続開始の申立てがなされていない

者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条に基づき再生手続開始の申立てがなされていない

者であること。ただし、会社更生法に基づく更生手続開始の決定を受けた者又は民事再生法に基づく再生手

続開始の決定を受けた者で、再度の入札参加資格審査の申請を行い、認定を受けた者については、更生手続

開始又は再生手続開始の申立てをなされなかった者とみなす。 

（７） 入札参加を希望する者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係がないこと（基準に該当するものの全

てが共同企業体の代表者以外の構成員である場合を除く）。 

ア 資本関係  

       以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、子会社又は子会社の一方が更正会社又は再生手続が

存続中の会社である場合は除く。 

（ア）親会社と子会社の関係にある場合 

（イ）親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

イ 人的関係 

       以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、（ア）については、会社の一方が更正会社又は再生

手続が存続中の会社である場合は除く。 

（ア）一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合 

（イ）一方の会社の役員が、他方の会社の管財人を現に兼ねている場合 

ウ その他入札の適性さが阻害されると認められる場合 

 その他上記ア又はイと同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合。 

６ 入札参加資格の確認に関する事項 

（１） 入札参加資格の確認手続 

入札参加者は、次により一般競争入札参加申込書等を提出しなければなりません。 

なお、提出した書類について説明を求められたときは、これに応じなければなりません。 

     

 ア 提出書類 



3 

 

(ｱ) 一般競争入札参加申込書（様式第１） 

(ｲ) 誓約書（様式第２） 

(ｳ) 供給体制届出書（様式第３） 

    イ 書類の提出方法 

      持参又は郵送（書留郵便に限る。）によるものとします。 

持参する場合は６（１）ウの日時、エの場所に持参してください。 

郵送（書留郵便に限る。）により、提出する場合は封かんのうえ、６(１)ウの日時、エの場所に必着 

とします。 

電報、ファクシミリ、電話その他の方法による入札は認めません。 

    ウ 提出期間 

      令和５年１２月２０日(水)午後１時から令和６年１月１２日(金)午後５時まで 

    エ 提出場所 

      公益財団法人愛知水と緑の公社 総務課 企画指導グループ 

      〒460-0002 愛知県名古屋市中区丸の内三丁目19番30号 

      電話 052-961-0684 

オ その他 

(ｱ) 提出書類に係る費用は、提出者の負担とします。 

(ｲ) 提出された書類は、原則として公表せず、また無断で使用することはしないものとしますが、申請者に

は返却しません。 

(ｳ) 提出期限後の書類の差し替え及び再提出は認めません。 

(ｴ) 期限までに書類を提出していない者及び入札参加資格がないと認められた者は入札に参加することは

できません。 

(２)  入札参加資格の確認通知 

入札参加資格がないと認められた場合、令和６年１月１７日（水）までに電子メールで通知します。 

(３)   入札参加資格がないと認められた者は、その理由の説明を求めることができます。 

説明を求めるときは、令和６年１月２２日（月）までにその旨を記した書面を３に掲げる場所に持参又は郵

送により提出しなければなりません。理由は、説明を求められた日の翌日以降、速やかに書面で通知します。 

７ 入札保証金 

免除とします。 

８ 入札方法 

   入札参加者は、入札心得書 別記様式第１（入札書、封筒）により入札書を作成し、提出しなければなりませ

ん。併せて単価表（別表１）を提出して下さい。 

（１） 入札金額 

入札書に記載する入札金額は、令和６年度予定使用都市ガス量により１年間の都市ガス料金を、110分の100 

で算出した金額とします。 

原料費調整費用、電気・ガス価格激変緩和対策事業の政府支援に基づく値引きを含めず入札金額を積算して
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ください。ただし、都市ガス料金請求時には含めて請求するものとします。 

単価表（別表１）により、令和６年４月分から令和７年３月分までの合計金額の110分の100で算出した金額

の総価を入札書記載金額としてください。なお、別表１への記載金額は、仕様書に示す２カ所の取引メーター

を合計した使用都市ガス量とし、基本料金は消費税及び地方消費税相当額を含んだ整数金額、従量料金は消費

税及び地方消費税相当額を含んだ小数点第２位までの単価としてください。また、月ごとのガス料金は消費税

及び地方消費税相当額を含んだ整数金額とし記載金額は１円未満切り捨ててください。 

     料金表には、使用都市ガス量が大きく増減した際、料金が変動する場合は使用都市ガス量に応じた基本料金

及び従量料金を記載ください。 

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する金額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数がある時は、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とします。 

入札金額は整数として、積算過程で１円未満が生じた場合には、その端数を切り捨てた金額としてください。 

 （２） 入札書類 

(ｱ) 入札書（入札心得書 別記様式第１） 

(ｲ) 単価表（別表１） 

（３） 入札書類提出方法 

持参又は郵送（書留郵便に限る。）によるものとします。 

入札書は入札心得書別記様式第１（入札書及び封筒）に加え、単価表（別表１）を封かんのうえ提出してく 

ださい。 

持参する場合は９（１）の日時及び場所に持参してください。 

郵送（書留郵便に限る。）により入札書を提出する場合は二重封筒とし、入札書に加え単価表（別表１）

を中封筒に入れ、封かんのうえ、令和６年１月２４日（水）午後５時までに６（１）エに掲げる場所に必着と

します。 

また、電報、ファクシミリ、電話その他の方法による入札は認めません。 

９ 入札及び開札の予定日時及び場所等 

（１） 日時及び場所 

令和６年１月２５日（木）午前１０時 

公益財団法人愛知水と緑の公社 本社 会議室 

（２） 再度入札 

開札をした場合において、予定価格の制限に達した価格の入札がないときは、日を改めて再度入札を行

います。ただし、再度入札は１回までとします。 

10 入札の無効 

（１） 入札者心得書１２条（入札の無効）に該当する入札は無効とします。 

（２） 開札時において愛知県会計局指名停止取扱要領に基づく指名停止及び愛知水と緑の公社の指名停止を受け

ている者、その他開札時において５に掲げる資格のない者は、入札参加資格のない者に該当するとし、無効

とします。また、無効の入札を行った者を落札者としていた場合には、落札決定を取り消します。 

11 落札者の決定方法  

（１） 予定価格の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者として、当公社ホームページに記載します。 
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（アドレス http：//aichi-mizutomidori.or.jp/hp_gesui/） 

なお、予定価格の範囲内で最低の価格をもって有効な入札をおこなった者が複数いた場合は、くじにより 

落札者を決定します。 

（２）10（２）により落札決定を取り消した場合は、次順位の低価格による入札者を新たな落札者とします。 

12 契約締結までの取扱い 

  契約を締結するまでの間に、落札者が愛知県会計局指名停止要領の別表各号に掲げる措置要件のいずれかに該

当することが明らかになった場合、又は「愛知県が行う事務及び事業からの暴力団排除に関する合意書」に掲げ

る排除措置の対象となる法人等のいずれかに該当することが明らかになった場合は、契約を締結しないことがあ

ります。この場合、公益財団法人愛知水と緑の公社は一切の損害賠償の責を負いません。 

13 契約 

（１） 契約書作成の要否 

要 

（２） 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

14 契約保証金 

免除とします。 

15  特定の不法行為に対する措置 

（１） 本件契約に関し、談合、贈賄等不正な事実が判明した場合には、損害賠償を請求します。また、損害賠

償の請求に併せて本件契約を解除することがあります。 

（２） 本件契約に関し、妨害又は不当要求を受けた場合は、警察へ被害届を提出しなければなりません。これ

を怠った場合は、指名停止措置又は競争入札による契約若しくは随意契約において契約の相手方としない

措置を講ずることがあります。 

16 本公告及び入札説明書等に関する質問及び回答 

本公告及び入札説明書等に対する質問は、次の期間に書面（様式自由）にて３に掲げる場所に、持参又は郵送

若しくは電子メールで提出してください。 

郵送（書留郵便に限る。）又は電子メールにより提出する場合は、受付期間内に到着するよう送付してくださ

い。 

回答は、速やかに質問者対して書面もしくは電子メールにて通知すると共に次の期間まで公益財団法人愛知水

と緑の公社ホームページにて閲覧可能とします。 

（アドレス http：//aichi-mizutomidori.or.jp/hp_gesui/） 

質問受付期間 

令和５年１２月２０日（水）午後１時から令和６年１月１１日（木）午後５時まで 

回答閲覧期間 

令和６年１月２４日（水）午後５時まで 

17 その他 

 入札参加者は、公告、入札説明書、仕様書を熟読し、公正かつ適正に入札してください。  
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現場説明会は実施しません。 

18 添付書類 

（１） 一般競争入札参加申込書（様式第１） 

（２） 誓約書（様式第２） 

（３） 供給体制届出書（様式第３） 

（４） 入札書（入札心得書 別記様式第１） 

（５） 単価表（別表１） 

 


